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2-2-5 犯罪被害者支援に関する活動
第 2編　弁護士の活動状況

 犯罪被害者支援に関する活動第 5 節

　犯罪被害者支援に関する活動も弁護士の重要な職務である。
　2004 年に制定された「犯罪被害者等基本法」には、「すべて犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜら
れ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利を有する」と規定されており、犯罪被害者は、加害者に
対して弁償（損害賠償）を求める権利や、加害者とされた者に対する刑事事件に参加するなどの形で関
わって意見を述べる権利など、さまざまな権利や利益が法律によって認められている。
　また、2008 年 12 月には、一定の犯罪の被害者等が刑事裁判に参加できる「被害者参加制度」ととも
に、「国選被害者参加弁護士制度（一定の要件の下で、被害者参加について援助を行う弁護士の報酬及び
費用を国が負担する制度）」が導入された。
　弁護士が行っている犯罪被害者支援の主な活動内容は、次のとおりである。①手続に関する説明　②告
訴状作成　③事情聴取等の付添　④加害者との示談交渉の代理　⑤マスコミ対応　⑥損害賠償請求　⑦被
害者参加弁護士としての活動（加害者とされた者に対する刑事裁判の手続に犯罪被害者が参加する際、被
害者参加弁護士として活動する）。
　これらの犯罪被害者支援に関する活動においては、弁護士費用などについての立替えや援助の制度が設
けられている。
　以下は、犯罪被害者のための各援助制度について時系列にまとめたものである。

刑　事　裁　判　前 刑　事　裁　判 刑　事　裁　判　後

●被害届提出
●告訴・告発

不起訴のとき
「検察審査会」
への申立て

●事情聴取への同行

●法廷傍聴付添（傍聴席の確保、
　被害者への証人尋問等の際の付添等）
●少年傍聴付添

家庭裁判所における
少年審判に関する援助

●示談申入れの対応（刑事和解含む・弁論終結まで） ●加害者側との対話

●法律相談 ●マスコミ対応 ●犯罪被害者等給付金申請
●その他犯罪被害者支援のために必要な活動（ＤＶ事件でのシェルターへの保護など）

●法律相談 ●示談交渉 ●損害賠償請求（訴訟等） ●裁判所への保護命令申立て など
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①被害者参加人のための国選弁護制度

②日弁連委託犯罪被害者法律援助制度

●公判期日に出席すること
●検察官の権限行使に関し、意見を述べ
　説明を受けること
●証人に尋問すること
●被告人に質問すること
●事実関係や法律の適用について意見を
　陳述すること

捜査
（警察）

捜査
（警察・
検察）

上訴審においても
被害者参加人のた
めの国選弁護制度
を利用する場合は、
改めて参加の申出・
選定請求を行う必
要がある。

●少年審判状況説明の
　申出及び説明聴取

●損害賠償命令制度
損害賠償命令の申立て

③民事法律扶助制度

損害賠償命令申立事件の
審理手続に関する援助

資料2-2-5-1 犯罪被害者のための各援助制度の概要

【注】日本司法支援センター『法テラス白書』をもとに日弁連が作成したもの。


